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航空機内における電子機器使用制限について

○我が国では 航空機内における電子機器の使用に て 航空機の安全性に影響を与えるおそれがあ
背景

○我が国では、航空機内における電子機器の使用について、航空機の安全性に影響を与えるおそれがあ
ることから、平成15年10月に安全阻害行為等の禁止・処罰規定が航空法に定められたことにあわせて
制限されており、以降、新しい電子機器の開発状況や世界的な動向等を把握しつつ、対象機器や使用
制限時期等について、定期的に見直しを実施してきた。制限時期等について、定期的に見直しを実施してきた。

○平成25年10月に米国から、電子機器から発射される電波に対する航空機の評価要領が示され、航空
会社等が航空機ごとに電子機器による影響を評価することにより、電子機器の使用制限を緩和すること
ができると発表された。また、欧州においては、同年12月に微弱な不要電波のみ発射する電子機器につ
いて米国と同様の緩和を行うことが発表された

規制当局 米国新基準 欧州新基準 我が国の

いて米国と同様の緩和を行うことが発表された。

欧米の新基準と我が国の現行基準との比較

電子機器の種類 （FAA) （EASA) 現行基準

①航空機に
影響を及ぼ

携帯電話（通常モード）

ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ、無線操縦玩具
無線式ﾏｲｸ（UHF、FM式） 等

離陸から着陸
まで使用禁止

ドアクローズか
らドアオープン
まで使用禁止

ドアクローズか
らドアオープン
まで使用禁止影響を及ぼ

すおそれの
ある電波を
意図的に発
射する電子

無線式ﾏｲｸ（UHF、FM式） 等 まで使用禁止 まで使用禁止

携帯電話（機内ﾓｰﾄﾞでBluetoothに接続）

無線式ﾍｯﾄﾞﾎﾝ（Bluetooth接続機器に限る）

無線式ﾏｳｽ（Bluetooth接続機器に限る） 等
使用制限無し

ドアクローズか
らドアオープン
まで使用禁止

ドアクローズか
らドアオープン
まで使用禁止

射する電子
機器 携帯電話、携帯情報端末、ﾊﾟｿｺﾝ 等

※ 機内ﾓｰﾄﾞで機内無線LANｼｽﾃﾑに接続する機器
使用制限無し

離着陸時のみ
使用禁止

離着陸時のみ
使用禁止

②微弱な不要電波のみ発射する電子機器
離着陸時のみ

携帯電話（機内ﾓｰﾄﾞ）、
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ、DVDﾌﾟﾚｰﾔｰ、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｵｰﾃﾞｨｵ機器等

使用制限無し 使用制限無し
離着陸時のみ
使用禁止

我が国においても、国際情勢に適応した規制の適正化を図ることが急務 1



電子機器規制に係る適正化の方向性（案）

方向性（案）

○電子機器から発射される電波に対する影響の有無が航空機によって異なること及び欧米の動向を踏ま
え、電子機器から発射される電波（意図的に発射される電波及び微弱な不要電波の２種類）に対する耐
性ごとに航空機を区分し、航空機の耐性に応じて電子機器の使用を制限。

○航空機の耐性評価については 航空機を運航する航空会社等が実施○航空機の耐性評価については、航空機を運航する航空会社等が実施。
○使用制限する電子機器の品目及び使用制限する飛行中のﾌｪｰｽﾞについては、欧米における状況、航空
会社等からの意見及び（独）電子航法研究所の調査研究結果を考慮し決定。

電子機器告示改正のイメ ジ電子機器告示改正のイメージ

フェーズ 使用制限物件（主なもの） 航空機の区分Ⅰ

現行 改正案

ドアクローズから
ドアオープンまで
作動させてはなら
ない電子機器

作動時に電波を発射する状態にある電子機器
・携帯電話、PHS
・トランシーバー
・ヘッドホン（無線式のものに限る）
・携帯情報端末（機内無線LANシステムに接続

フェーズ 使用制限物件（主なもの）

ドアクローズから
○○○○まで作
動させてはならな

作動時に電波を発射する状態にある電子機器
・○○○○○○
・△△△△△△携帯情報端末（機内無線LANシステムに接続

して使用しないもの） など

離着陸時のみ作
動させてはならな
い電子機器

作動時に電波を発射しない状態にある電子機
器
・デジタルカメラ、DVDプレーヤー
・デジタルオーディオ機器 など

い電子機器 ・□□□□□□

・・デジタルオーディオ機器 など

・・
○現行では、全ての航空機において一律に電子機器の使用を制限しているが、今後は、電子機器から
発射される電波が与える影響について、航空機ごとに評価した上で、その結果に応じて電子機器ごと
に使用を制限することを検討。

○使用制限している飛行中のフェーズについて、現行ドアクローズからドアオープンまで使用禁止として
いるが、変更することを検討。
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その他

安全上の観点からの条件

○今回の電子機器の使用制限の改正にあたっては、運航の安全及び適切な運用の確保を図る観点から、
航空会社等に対して、先行する米国及び欧州と同様の条件を追加。

内容 航空局における対応

航空機の耐性評価
○航空会社等が、使用する航空機ご
とに電子機器から発射される電波

○電子機器から発射される電波に対
する航空機の耐性に係る評価方法航空機 耐性評価

に対する耐性を評価。 等を定めた要領を新規に策定。

○航空機内における電子機器の使用
を禁止していないﾌｪｰｽﾞであっても、

○航空機の運航の安全に影響を及ぼ
すおそれがあると認められる事態が

運航上の条件に
使 等

運航上の条件（低視程等）次第で
は、電子機器の使用を制限。

発生した場合には、電子機器の使用
を制限することを規定化。

○重量のある電子機器は、他の手荷
物と同様に離着陸時などのﾌｪｰｽﾞ

よる使用制限等
物と同様に離着陸時などのﾌｪ ｽ
には安全に収納。

○航空会社等において適切な運用が
図れるよう規定化。○乗務員による安全上の注意事項の

説明等に際しては、電子機器の使
用を制限し な 場合 あ も用を制限していない場合であっても
電子機器の使用を控える。

マニュアルへの
反映及び乗務員に

○航空会社は、運航上の条件による
使用制限等の内容を社内マニュア

○航空会社が設定するマニュアルへの
反映状況を確認するとともに 各航反映及び乗務員に

対する教育・訓練

使用制限等 内容を社内 ア
ルに反映するとともに、乗務員に対
する教育・訓練を実施。

反映状況を確認するとともに、各航
空会社に対する監査の中でチェック。
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